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「よこはまシニアボランティアポイント講習会」の開催
　※シニア層の生きがいづくりと社会参加の後押しとして講習会を開催。
　　身近な場所で気軽に参加できる環境づくりをはかる。
＜計数目標＞
　・開催：1回
　・参加者：10名

◆ 事業報告・事業実績評価

□ 振り返り
・担い手の発掘を視野に趣味や特技を活かせる事業を展開した。それにより参加のハードルが下がり、幅広い参加者を
募ることが出来た。参加者からはケアプラザが身近になったとのご意見もいただき、一部の方はそのまま地域活動やボラ
ンティア活動に繋がっている。次年度も取り組みを継続したい。
・シニアクラブ、老人会については健康への意識が高く、講座への期待値は高いが、通える場所の問題がある。ケアプラ
ザまでは距離があるとのご意見も多く、近場の集会所やコミュニティスクールなど住民が通いやすい場に職員が出向いて
事業を展開することで継続性をもった関係性が構築されている。半面、住民間での他地区との交流が少ないため、機会
創設に向けた交流会を実施し、他地区の取り組みなどを共有し取り入れられるようにした。ボランティアへの参加につい
てもシニアボランティアポイントの制度説明などの周知が出来た。

□ 区からのコメント
  定例ケア会議等を活用して把握した課題を５職種間で情報共有を図るとともに、地域アセスメントにより、各事業や地区
支援に活かしてください。
  また、個別相談から把握できる地域の福祉・保健の課題をアセスメントし、包括的な支援をお願いします。
住民活動や協議の場において、介護予防教室の開催や支援等を行うことにより、地域住民の持つ情報を把握・共有し、
課題への検討もしています。
  地域づくりに不可欠な担い手についても新しい層の方へ声掛けをしており、今後も住民主体の地域づくりの支援をお願
いいたします。
  様々な事業を通じ、シニア層の生きがいづくりと社会参加の後押しに取り組み、成果がでています。引き続き、受講者の
継続したフォローにも取り組みをお願いします。

令和元年度 下瀬谷地域ケアプラザＰＤＣＡシート_公表用 （事業計画書、事業報告書、事業実績評価）

—総括表—
◆ 事業計画

□ 地域の現状と今後の方向性
　担当エリア両地域ともにイベントや事業が活発に開催され、地域に必要な支援や集いの場づくりが出来ている。対象の
幅も高齢者のみならず、子育て世代や障害の有無に関わらず、地域で暮らす方が楽しみながら参加できるような工夫が
ある。しかしながら、年間を通して開催されるイベントの数が多く、担い手の固定化・高齢化が懸念されており、若い世代
の地域参加や定年後の地域デビューに向けた取り組みなど新たな担い手と成り得る人材の確保が必要。
　どちらの地域も『こども食堂』や学習支援を開催しており、未来を担うこどもたちの健全育成にも力を入れており、少子高
齢社会にありながら、こどもも高齢者も等しく地域で支えあい、世代を超えた交流の機会を見い出せる地域づくりを目指し
ている。また障害者支援に関しても、障害理解講座などをきっかけに共生社会の創設に向けた支援を構築し始めている
ため、包括的な関りを持ちながら支援していくことが必要と考える。

□ 今年度の重点的な取組

—具体的な取組内容－

生活支援体制整備事業や地域での支え合い活動についての講座や研修会をケアプラザや地域の集いの場で開
催し、地域住民に働きかける。
地域の喫茶店などを中心に、男性を対象とした集いの場や、音楽等、趣味の集いを各種開催し、これまで福祉・
保健に関心がなかった方たちにも気軽に地域に出てきてもらえるよう働きかけ、関心を持っていただく。

地域住民等（個人、組織及び団体）が、必要な情報や各々が抱える問題・課題等を、互いに円滑に共有すること
ができるネットワークを構築し、協議の場を設け、課題解決に向けた取組みを地域住民とともに行う。

包括エリア毎での老人会・地域サロンでの介護予防を取組めるよう支援（出前講座実施）

　シニアクラブ、老人会を対象にスポーツ吹矢交流会を実施。スポーツ吹矢を普及すると共に交流を通して情報
共有や連携を強化していただく。
・シニアクラブ、老人会の交流会　1回／年
　下瀬谷地域ケアプラザ・予定参加者数40名　　5職種共催・スポーツ吹矢を実施



１　施設の適切な運営について

取組
計画

実績

２　指定介護予防支援事業、居宅介護支援事業

目標

職員
体制

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

290 325 311 304 310 316 162 170 165 168 170 167
10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

317 314 312 308 316 298 161 160 162 167 167 169

３　通所系サービス事業

目標

実施
体制

実費
負担

職員
体制

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

960 1011 923 974 973 995 128 140 124 124 113 113
10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

975 936 880 880 907 914 99 111 107 105 107 94

利用者
実績
（人）

【実施日数】週　7 日
【提供時間】10:00～15:00
【定員】45名

【実施日数】週　7 日
【提供時間】10:00～15:00
【定員】45名

（１割負担の場合）要介護１　602円　要介護2 711円　要介護3 820
円　要介護4 930円　要介護5　1039円　入浴54円　　中重度者ケア
体制加算49円　サービス提供体制加算Ⅰ（イ）20円　介護職員処遇
改善加算Ⅰ（所定単位数×5.9%）　介護職員等特定処遇改善加算Ⅰ
（所定単位×1.2％）　食材費730円　口座振替手数料110円

（１割負担の場合・月額）要支援１（週１回）・要支援２(週１回）1775
円　サービス提供体制加算Ⅰ（ィ）78円　要支援２（週2回）3638円
サービス提供体制加算Ⅰ（イ）155円　介護職員処遇改善加算Ⅰ
（所定単位数×5.9%）介護職員等特定処遇改善加算Ⅰ（所定単位
×1.2％）　食材費730円　口座振替手数料110円

・管理者1名　・生活相談員5名　・介護員21名　　・看護師7名　・機能
訓練指導員6名　・送迎ドライバー4名　・調理員7名　　　　・清掃員2
名

・管理者1名　・生活相談員5名　・介護員21名　　・看護師7名　・機
能訓練指導員6名　・送迎ドライバー4名　・調理員7名　　　　・清掃
員2名

利用者
実績
（人）

通所介護 第１号通所事業

ご利用者様が、居宅において自立した日常生活が営むこと
ができるようにきめ細やかに支援していきます。
ご家族の精神的・身体的負担が軽減できるように支援してい
きます。
日常生活における孤立感の解消ができるよう支援していきま
す。

ご利用者様が、居宅において自立した日常生活が営むこと
ができるようにきめ細やかに支援していきます。
ご家族の精神的・身体的負担が軽減できるように支援して
いきます。
日常生活における孤立感の解消ができるよう支援していき
ます。

指定介護予防支援事業
第１号介護予防支援事業

居宅介護支援事業

・要支援者に介護予防の必要性を理解してもらい、介護予防の継続
的な取組をしてもらえるよう意欲の維持・向上に努めます
・委託先のケアマネジャーに介護予防給付だけでなく、地域資源（介
護予防教室・インフォーマルサービス等）を情報提供し、ケアマネジメ
ントの充実を図るための連携・支援をします。

・ご利用者の意思を尊重し、住み慣れた地域で自立した日常生活
が過ごせるように支援いたします。
・介護保険のサービスに偏ることなく、地域のインフォーマルサービ
スも取り入れてケアプランを作成いたします。

・保健師（看護師）　　１名
・社会福祉士　　　　　２名

・主任ケアマネジャー　１名

・常勤兼務・・・2名（管理者・所長）
・常勤専従・・・3名
・非常勤専従・・・1名　　　　　　　合計6名

・居宅介護支援事業所やサービス事業所の選定については
ハートページやHPの資料、サービス事業所等のチラシなどを
活用し、複数事業所から選択ができるよう提案しています。

・個人情報研修を瀬谷区福祉保健課に協力してもらい、全
職員を対象に実施しました。
・市内ケアプラザで起きた事故案件について、事故状況を
回覧や職員会議等の場を活用し自己啓発に努めました。

平成31年度下瀬谷地域ケアプラザ事業計画書・事業報告書（施設運営、介護保険事業）

公正・中立性の確保について
コンプライアンスへの対応について

（事故防止、個人情報保護等）
ケアプラザは圏域の利用者またはその家族が、高齢者介護
等にかかる相談をする際の最も身近な窓口であり、その後の
予防・介護事業サービス提供の起点とな る重要な役割を
担っている自覚を持ち、一人ひとりの職員の言動を含め、利
用者等また他の事業者からの不信を招くことがないよう、公
正・中立性をもって対応します。
・居宅介護支援事業所やサービス事業所の選定については
ハートページやHPの資料を基に複数事業所から選択が出来
るように提案します。

・事故防止及び個人情報保護をテーマに職員研
修を実施します。
・市内ケアプラザで起きた事故案件の情報を共
有し自己啓発に努めます。
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